
令和元年度

一 般 会 計 決 算 分 析 資 料



R1 H30 伸び率 R1 H30

決算額A 決算額B A/B-1 構成比 構成比

1 市 税 3,773,258 3,563,382 5.9 24.3 24.0

2 地 方 譲 与 税 123,481 122,373 0.9 0.8 0.8

3 利 子 割 交 付 金 4,099 8,028 △ 48.9 0.0 0.1

4 配 当 割 交 付 金 16,863 16,576 1.7 0.1 0.1

5 株式等譲渡所得割交付金 10,298 13,367 △ 23.0 0.1 0.1

6 地 方 消 費 税 交 付 金 541,076 568,898 △ 4.9 3.5 3.8

7 自 動 車 取 得 税 交 付 金 17,961 35,705 △ 49.7 0.1 0.2

8 環 境 性 能 割 交 付 金 5,068 － 皆増 0.0 －

9 地 方 特 例 交 付 金 72,159 24,766 191.4 0.5 0.2

10 地 方 交 付 税 5,001,098 5,231,399 △ 4.4 32.3 35.2

11 交通安全対策特別交付金 2,558 2,815 △ 9.1 0.0 0.0

12 分 担 金 及 び 負 担 金 75,182 102,450 △ 26.6 0.5 0.7

13 使 用 料 及 び 手 数 料 95,496 101,345 △ 5.8 0.6 0.7

14 国 庫 支 出 金 1,437,802 1,406,289 2.2 9.3 9.5

15 県 支 出 金 927,133 835,181 11.0 6.0 5.6

16 財 産 収 入 52,806 99,678 △ 47.0 0.3 0.7

17 寄 附 金 67,109 43,992 52.5 0.4 0.3

18 繰 入 金 1,149,110 982,311 17.0 7.4 6.6

19 繰 越 金 757,281 522,655 44.9 4.9 3.5

20 諸 収 入 318,849 233,367 36.6 2.1 1.6

21 市 債 1,054,142 936,384 12.6 6.8 6.3

15,502,829 14,850,961 4.4 100.0 100.0

一 般 財 源 11,727,253 11,567,829 1.4 75.6 77.9

特 定 財 源 3,775,576 3,283,132 15.0 24.4 22.1

自 主 財 源 6,289,091 5,649,180 11.3 40.6 38.0

依 存 財 源 9,213,738 9,201,781 0.1 59.4 62.0

9,110,711 9,012,939 1.1 58.8 60.7

内
訳

経 常 一 般 財 源

(単位:千円，%)歳入の状況

区　　　　　　分

合　　　　　　　　計

内
訳



○性質別

R1 H30 伸び率 R1 H30

決算額A 決算額B A/B-1 構成比 構成比

人 件 費 2,301,372 2,244,914 2.5 16.1 16.6

( う ち 職 員 給 ) 1,432,350 1,400,564 2.3 10.0 10.4

扶 助 費 2,419,317 2,350,579 2.9 17.0 17.4

公 債 費 1,372,456 1,432,320 △ 4.2 9.6 10.6

小 計 6,093,145 6,027,813 1.1 42.7 44.6

物 件 費 1,737,619 1,650,180 5.3 12.2 12.2

維 持 補 修 費 145,056 169,478 △ 14.4 1.0 1.3

補 助 費 等 1,768,510 1,696,041 4.3 12.4 12.5

(1)一部事務組合負担金 801,045 789,443 1.5 5.6 5.8

(2) そ の 他 967,465 906,598 6.7 6.8 6.7

小 計 3,651,185 3,515,699 3.9 25.6 26.0

普 通 建 設 事 業 費 1,605,850 1,050,454 52.9 11.3 7.8

(1) 補 助 事 業 費 234,178 243,717 △ 3.9 1.7 1.8

(2) 単 独 事 業 費 1,244,848 679,012 83.3 8.7 5.0

(3) 県 営 事 業 負 担 金 126,824 127,725 △ 0.7 0.9 1.0

災 害 復 旧 費 120,258 343,563 △ 65.0 0.8 2.6

(1) 補 助 事 業 費 60,647 115,175 △ 47.3 0.4 0.9

(2) 単 独 事 業 費 59,611 228,388 △ 73.9 0.4 1.7

失 業 対 策 事 業 費 0 0 - 0.0 0.0

(1) 補 助 事 業 費 0 0 - 0.0 0.0

(2) 単 独 事 業 費 0 0 - 0.0 0.0

小 計 1,726,108 1,394,017 23.8 12.1 10.4

積 立 金 326,841 235,036 39.1 2.3 1.7

投資・出資金、貸付金 0 0 - 0.0 0.0

繰 出 金 2,475,000 2,341,115 5.7 17.3 17.3

14,272,279 13,513,680 5.6 100.0 100.0

歳出の状況
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○目的別

R1 H30 伸び率 R1 H30

決算額A 決算額B A/B-1 構成比 構成比

177,716 176,077 0.9 1.3 1.3

1,578,958 1,302,828 21.2 11.1 9.6

4,539,121 4,443,869 2.1 31.8 32.9

1,153,367 1,125,373 2.5 8.1 8.3

431,739 400,114 7.9 3.0 3.0

218,927 52,142 319.9 1.5 0.4

2,495,010 2,328,310 7.2 17.5 17.2

683,652 682,535 0.2 4.8 5.1

1,202,573 1,189,004 1.1 8.4 8.8

91,757 145,774 △ 37.1 0.6 1.1

1,372,456 1,432,320 △ 4.2 9.6 10.6

327,003 235,334 39.0 2.3 1.7

14,272,279 13,513,680 5.6 100.0 100.0

区　　　　　　分

土 木 費

消 防 費

(単位:千円，%)

議 会 費

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

農 林 水 産 業 費

商 工 費

合 計

教 育 費

災 害 復 旧 費

公 債 費

諸 支 出 金



各種財政指標等（普通会計） (単位:千円，%)

令和元年度 平成30年度

０．４３９ ０．４３８

９４．９ ９４．３

人 件 費 ２２．３ ２１．６

物 件 費 １３．８ 　１４．０

維 持 補 修 費 １．２ １．８

扶 助 費 ８．２ ８．０

補 助 費 等 １３．５ １３．０

公 債 費 １４．４ １５．０

繰 出 金 ２１．５ ２１．０

１０，１８０，６６１ １０，４１９，５３２

う ち 財 政 調 整 基 金 ６，１３５，９７４ ６，４４７，００３

う ち 減 債 基 金 １３５，５６９ １３５，５５９

う ち 特 定 目 的 基 金 ３，４３６，１６４ ３，３６４，１７８

１３，０５６，０９０ １３，３１４，７８４

７６４，５２１ ９２０，９５３

９，２５９，５２６ ９，３８６，０３４

区　　　　　　　　分

財 政 力 指 数

経 常 収 支 比 率

標 準 財 政 規 模

地 方 債 現 在 高

翌年度以降支出予定債務負担行為額

基 金 現 在 高



　「引上げ分に係る地方消費税収の使途の明確化について」（平成２６年１月２４日　総税都第２号）

通知により、次のとおり引上げ分に係る地方消費税（増税分　社会保障財源）の使途を公表します。

1.令和元年度地方消費税交付金

（単位：千円）

541,076

291,316

249,760

2.引上げ分使途　社会保障施策経費

（単位：千円）

社会福祉費 2,511,075 770,075 152,570 1,588,430

児童福祉費 1,816,596 1,148,906 58,512 609,178

生活保護費 211,450 138,451 6,397 66,602

保健衛生費 403,993 35,628 32,281 336,084

合　計 4,943,114 2,093,060 249,760 2,600,294

〔主な事業〕

　○国民健康保険特別会計繰出金

　○介護保険特別会計繰出金

　○後期高齢者医療広域連合負担金

　○障害者自立支援事業

　○児童扶養手当給付事業

　○生活保護扶助費

　○子ども医療給付事業

そ　の　他

地方消費税交付金（社会保障財源化分）使途

地方消費税交付金総額

　うち現行分（一般財源）

　うち増税分（社会保障財源）

区　分 事　業　費

財　　　　源

特定財源

一　般　財　源

社会保障財源化分の
地方消費税交付金



（単位：千円）

入湯税 その他

観光振興 浅口市観光協会補助金 1,559 0 29 1,530

入湯税使途

　入湯税は、環境衛生施設、鉱泉源の保護管理施設及び消防施設その他消防活動に必要な

施設の整備並びに観光の振興（観光施設の整備を含む。）に要する費用に充てることを目

的とした地方税です。

　令和元年度の入湯税は、観光振興に充てられました。

区　分 事　業　費

財　　　　源

特定財源
一　般　財　源



成　果　表

（単位：千円）

区　　　　分 事　　業　　名 成　果　説　明 決算額 特定財源 一般財源

市営バス運行事業
市民の移動利便性を確保するため市営バス「浅口ふれあい号」
を市内６路線で運行した。

25,030 25,030 0

移住・定住促進事業
市の情報発信を充実させ、移住・定住人口の拡大を図るため
に、都市圏での移住相談会への出展等を行った。

280 0 280

ふるさと納税事業
市のさらなる発展のために、寄附を広く募集し、歳入確保および
地域特産品のPRにつなげた。
（ふるさと寄附金歳入額）51,329千円

23,676 0 23,676

プレミアム付商品券事業
消費税・地方消費税率の10％の引上げに伴い、低所得者・子育
て世帯の消費に与える影響緩和と地域における消費を喚起・下
支えするため、プレミアム付商品券の販売等を行った。

76,527 76,527 0

民生費 新型コロナウイルス感染症対策事業
新型コロナウイルスの感染拡大防止対策として、保育環境の改
善等を図るため、感染症対策用の備品を購入した他、私立保育
所等へ同様の購入経費に対し補助金を交付した。

2,753 2,753 0

衛生費 子ども医療給付事業 中学校卒業までの子どもの医療費の自己負担分を支給した。 136,637 16,479 120,158

農林水産業費 有害鳥獣駆除事業
有害鳥獣による農林作物等に対する被害の防止を図るため、有
害鳥獣の駆除や捕獲檻の貸出しを行った他、鳥獣対策のパト
ロール集中期間を設ける等の取組みを行った。

14,737 5,581 9,156

商工費 企業立地補助金
市内への企業の立地を促進し、本市産業の高度化及び雇用機
会の拡大を図るため、市内の土地を取得して製造工場等を建設
し、操業を開始した企業に対し補助金を交付した。

156,010 0 156,010

金光駅周辺整備事業 金光駅南口広場等の整備を行う。本年度は、工事等を行った。 449,176 426,700 22,476

建築物耐震診断・改修事業費補助金
地震に対する安全性の向上を図るため、住宅及び住宅以外の
民間建築物に対する耐震診断及び木造住宅の耐震改修に対し
て補助金を交付した。

1,813 1,359 454

総務費

土木費



成　果　表

（単位：千円）

区　　　　分 事　　業　　名 成　果　説　明 決算額 特定財源 一般財源

教育費 キラリと光る未来プロジェクト事業

学力向上支援員及び放課後学習支援員の配置、電子黒板の導
入といった小中学校児童・生徒の学力向上のための取組みに
加え、知・徳・体の調和のとれた更なる成長を目指し、小中学校
一貫教育推進事業等を実施した。

34,397 5,649 28,748

商工費/教育費 国立天文台188cm望遠鏡活用事業
国立天文台の188cm反射望遠鏡を活用し、観光・教育振興を図
るため、観望会等を実施した。

8,664 4,261 4,403

消防費/
農林水産業費/
土木費/教育費

災害対策事業

災害に強いまちづくりを推進していくため、河川の浚渫・新設改
良を行うとともに、避難所の環境整備等を行った。
〔主な内容〕
農林施設災害対策事業、公共施設災害対策事業、
天草公園武道館改修事業、避難所用TV整備事業、
避難所用資材購入事業、備蓄品等購入事業、
ハザードマップ改訂事業、移動系防災行政無線整備事業、
国民保護対策事業、登録避難所支援事業

89,084 52,787 36,297


